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　会計上の資本概念と税法上の資本概念の違いが利益
と所得の違いとなってあらわれるものとして下記のも
のがある。
　会計でいう資本剰余金に該当する項目のうち建設助
成に充当した国庫補助金，工事負担金，保険差益等は
税法上は益金として課税所得に算入される。ただ，こ
れについては会計と税法との間で調整がはかられてて
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はいるが。
　取得原価100万円，時価1000万円の資産を時価1000
万円の固定資産と交換した場合，会計上は，資産の交
換は貨幣性資産を入手したことにはならないので利益
は実現していないとみる。そのため，会計上は，連続
意見書にあるように，交換によって取得した資産の取
得価格は相手に渡した資産の取得価格をつけると説明
する。しかし，税法では，交換した資産は取得した資
産の時価をつけることになっている（法32）。税法で
は，資産の交換は所有する資産をいったん売却し，そ
の代金で資産を購入したと理解する。
　会社更生法の適用，あるいは，組織変更に伴う評価
替による評価益は，たとえば，取得原価100万円で時
価1000万円の資産を時価に評価替することによって生
ずるものである。評価替した資産の価格はその後の譲
渡価格や減価償却の基礎となるものである。組織変更
前の企業が変更後の企業に時価で資産を売却したもの
として課税対象に含める。
　合併差益は商法上は資本準備金であり，会計上は資
本剰余金である。この合併差益の中には，受入資産の
帳簿価格を増額したことから生じた合併評価益が含ま
れている。合併評価益は商法上あるいは会計上は資本
取引であるが，税法上は益金に算入することになって
いる（法基通4－1－2）。たとえば，合併会社が被
合併会社から取得原価100万円，1000万円の資産を時
価で引き継いだとする。この場合，合併企業は被合併
企業から1000万円の資産の現物出資を受けたことにな
る。そして，税法は現物出資をした被合併会社がその
資産を時価1000万円で渡したので，900万円の差益が
生じたと考える。仮に，この900万円が課税対象にな
らないとすると，この資産を受け入れた企業がただち
に1000万円で売却した場合，課税を免れることになっ
てしまう。税法上は合併によって受け入れた資産はそ
の後の譲渡原価や減価償却の基礎になるものであるか
ら，帳簿価格を増額したことから差益が生じた場合に
は，その増額分は課税対象に含めることになる。合併
評価益は商法上，会計上，合併差益であるけれども，
税法上は被合併会社の益金に算入することになってい
る。
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